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 厚生労働省が高齢者虐待防止法に基づき全国の市町村を対象に行った平成23年度の高齢

者虐待に関する調査のうち、県内市町の状況がまとまりましたので公表します。 

＜概要＞ 

１ 虐待と判断された件数 

市町への相談・通報件数のうち、虐待と判断された件数は611件で、前年度に比べ31

件（5.3%）増加し、過去最高となった。 

なお、養介護施設従事者等による虐待件数は、1件あった。 

 

 

２ 養介護施設従事者による虐待事例 

 

被虐待者の状況 男性（80歳代） 

虐待の種別 身体的虐待 

虐待があった養介護施設等の種別 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

虐待を行った養介護施設従事者等の職種 介護職員 

虐待への対応 市町による施設への指導、施設等から改善計画の提出 

                 

３ 養護者による虐待件数増の要因 

 ①虐待の種別 

「身体的虐待」が最も多く、「経済的虐待」の割合が増加している。 

 

 

 

  

年  度 ⑱ ○19 ○20 ○21 ○22 ○23 ○23-○22

養護者による虐待件数 493 455 566 529 580 610 30

養介護施設従事者等による 

虐待件数 
1 1 3 0 0 1 1

合  計 494 456 569 529 580 611 31

年  度 ○22 ○23 増減 

身体的虐待 348(60.0) 403(66.1) 55( 6.1)

介護・世話の放棄、放任 174(30.0) 221(36.2) 47( 6.2)

心理的虐待 241(41.6) 269(44.1) 28( 2.5)

性的虐待 4( 0.7) 6( 1.0) 2( 0.3)

経済的虐待 163(28.1) 211(34.6) 48( 6.5)

合  計 930( － ) 1,110( － ) － 

提 供 日     2012/12/21 

タイトル  平成23年度高齢者虐待防止法に基づく調査結果本県版 

担 当     健康福祉部 長寿政策課 

連 絡 先     介護予防班  TEL054-221-2442 

注１）カッコ内の数字は「養護者による虐待件数」に対する構成割合 

注２）複数回答も含まれているため、合計の件数は虐待と判断された件数と合っていない。

【単位：件（％）】 

【単位：件】 
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②虐待者の続柄 

  「息子」の割合が最も多いが、22年度に比べ微減である。23年度は、「娘」からの 

 虐待が大きく増えており、22年度に比べ24件（3.2％）増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 虐待等による死亡事例  

１件（前年度は０件） 

 

５ 今後の対応 

・ 困った時に助け合えるよう、民生・児童委員や老人クラブ、自治会との連携による地域

ぐるみの見守りネットワーク構築への支援を図り、悩みを抱える高齢者及び養護者を早

期発見・早期対応できるような地域づくりを支援する。 

・ 相談窓口となる地域包括支援センター職員等の相談対応力を向上するため、研修事業を

強化する。 

・ 介護が必要になったときの適時適切なサービス提供や介護基盤の整備を図り、介護者の

介護負担の軽減を図る。 

・ 施設従事者による虐待が 1 件発生したため、県が指導権限を持つ施設に対しては、より

徹底した施設指導に努め、市町が指導権限を持つ施設に対しては、市町と連携し、施設

での虐待が起きないように支援・助言を行う。また、認知症に関する知識習得や従事者

の知識・技能の向上を図るための支援を行う。 
 

年  度 ○22 ○23 増減 

夫 102( 16.2) 102( 15.6) 0(△0.6) 

妻 30(  4.7) 36(  5.5) 6(  0.8) 

息子 276( 43.8) 269( 41.3) △7(△2.5) 

娘 78( 12.4) 102( 15.6) 24(  3.2) 

嫁 49(  7.8) 50(  7.7) 1(△0.1) 

孫 37(  5.9) 25(  3.8) △12(△2.1) 

その他 58(  9.2) 68( 10.4) 10(  1.2) 

合  計 630(100.0) 652(100.0) - 

注１）カッコ内の数字は合計に対する構成割合 

注２）複数回答も含まれているため、合計の件数は虐待と判断された件数と合っていない。

【単位：件（％）】
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平成 23 年度 高齢者虐待防止法に基づく調査結果 
 

 

 

 

 

 

 

（本県における前年度との比較） 
 

 

 

                

              

資料 
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調 査 の 概 要 
 
【調査目的】 
 平成 23 年度における養護者及び養介護施設従事者等による高齢者虐待への対応状況等を

把握することにより、より効果的な施策の検討を行うための基礎資料を得ること。 
 
【調査方法】 
 全国1742 市町村（特別区を含む）及び47都道府県を対象に、平成23年度中に新たに相

談・通報があった高齢者虐待に関する事例、及び平成22年度に相談・通報があり、平成23
年度において事実確認や対応を行った事例について、主として以下の項目の質問で構成され

るアンケ－トを行った。 
○ 市町村対象の調査 
１． 養介護施設従事者等による高齢者虐待 
（１） 相談・通報対応件数及び相談・通報者 
（２） 事実確認の状況と結果 
２． 養護者による高齢者虐待 
（１） 相談・通報対応件数及び相談・通報者 
（２） 事実確認の状況と結果 
（３） 虐待の種別・類型 
（４） 被虐待高齢者の状況 
（５） 虐待への対応策 
３． 高齢者虐待対応に関する体制整備の状況 
４． 虐待等による死亡事例の状況 

○ 都道府県対象の調査（養介護施設従事者等による高齢者虐待） 
１． 市町村からの報告件数 
２． 都道府県が直接受け付けた相談・通報対応件数 
３． １及び２における具体的内容 
 虐待があった施設等の種別、虐待の種別・類型、被虐待高齢者の状況、行政の対応等 
 
【用語解説】 
「養介護施設従事者等」とは…「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従事する者 
「養介護施設」とは 
・ 老人福祉法に規定される老人福祉施設（地域密着型施設も含む）、有料老人ホ－ム 
・ 介護保険法に規定される介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施

設、地域包括支援センタ－ 
「養介護事業」とは 
・ 老人福祉法に規定される老人居宅生活支援事業 
・ 介護保険法に規定される居宅サ－ビス事業、地域密着型サ－ビス事業、居宅介護支

援事業、介護予防サ－ビス事業、地域密着型介護予防ｻ－ﾋﾞｽ事業、介護予防支援事

業 
「養護者」とは 
 「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの」であり、高齢者 
  の世話をしている家族、親族、同居人等が該当する。 
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平成23年度 高齢者虐待防止法に基づく調査結果 

 

 

１ 相談・通報件数及び虐待判断件数 

 

  市町村への相談・通報件数は、934件（対前年＋71件 8.2%増）で、このうち施設従事

者の虐待に関する相談が11件(対前年＋4件)、家族や親族など養護者による虐待相談が923

件（対前年＋67件）と、養護者による虐待相談が増加した。一方で、相談のうち虐待と判

断された件数は611件（対前年＋31件 5.3%増）と、昨年度に比べ増加した。 

  相談･通報の総件数934件のうち、養護者による虐待が923件と98.8%を占め、施設従事

者の虐待は11件（1.2%）であった。 

 

表１ 相談・通報件数、虐待判断件数 

養介護施設 

従事者等によるもの 

養護者 

によるもの 
合 計 

 

相談・ 

通報件数 

虐待判断 

件数 

相談・ 

通報件数

虐待判断 

件数 

相談・ 

通報件数 

虐待判断 

件数 

23年度 11件 １件 923件 610件 934件 611件 

22年度 ７件 ０件 856件 580件 863件 580件 本

県 増減 

(増減率) 
４件 

(57.1％) 

１件 

(皆増） 

 67件 

(7.8％) 

 30件 

(5.2％） 

 71件 

(8.2％) 

 31件 

（5.3％）

23年度 687件 151件 25,636件 16,599件 26,323件 16,750件 

22年度 506件 96件 25,315件 16,668件 25,821件 16,764件 全

国 増減 

(増減率) 
181件 

（35.8％） 

55件

（57.3％）

321件

（1.3％）

△69件

（△0.4％）

502件 

（1.9％） 

△14件

（△0.1％）

 

注：「施設従事者」…介護老人福祉施設など養介護施設又は居宅サ－ビス事業など養介護 

事業の業務に従事する者 

「養護者」… 高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等 
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２ 養介護施設従事者等による高齢者虐待についての対応状況等 

 

表２ 相談・通報対応件数 

23年度 22年度 増減 

11 ７ ４ 

 

表３ 相談・通報者内訳（複数回答） 

 本人に

よる届

出 

家族 

 ・ 

親族 

当該

施設

職員 

当該

施設

元職

員 

医師

介護

支援

専門

員 

国民健

康保険

団体連

合会 

都道

府県

から

連絡 

 

警察 その

他 

不明

（匿

名を

む）

合計

人数 ０ ５ １ ４ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ 11 
○23  

割合

（％） 
－ 45.5 9.1 36.4 － － － － － 9.1 － － 

人数 ０ ５ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ８ 
○22  割合

（％） 
－ 71.4 28.6 － － － － － － 14.3 － － 

 （注：構成割合は、相談・通報件数（表２）に対するもの） 

 

要介護施設従事者等による虐待に関する相談・通報者は、本県では「家族・親族」が45.5%

で最も多く、「当該施設元職員」が 36.4%、「当該施設職員」及び「その他（施設からの自主

報告）」が9.1％であった。 

 

表４ 相談・通報に関する事実確認の状況 

事実確認調査を行った事例 事実確認調査を行わなかった事例 

  
 

総数 
事実が

認めら

れた  

事実が認

められな

かった  

判断に

至らな

かった 

総数
虐待では

なく調査

不要と判

断した  

調査を予

定してい

る又は検

討中  

都道府県

へ調査を

依頼  

その

他 

件数 ６ １ １ ４ ６ ０ １ ０ ５ 
○23  

割合（％） 50.0 8.3 8.3 33.3 50.0 0.0 8.3 0.0 41.7 

件数 ２ ０ １ １ ５ １ １ ０ ３ 
○22  

割合（％） 28.6 0.0 14.3 14.3 71.4 14.3 14.3 0.0 42.8 

 

表５ 養介護施設従事者等による虐待に関する市町村から都道府県へ報告 

本県  

○23  ○22  
市町村から都道府県への報告 １ ０ 

虐待の事実が認められた  １ ０  
都道府県と共同して事実の確認を行う必要がある  ０ ０ 
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表６ 市町村から報告された事例への都道府県の対応 

本県  

○23  ○22  
都道府県と共同して事実の確認を行う必要がある事例 ０ ０ 

虐待の事実が認められた事例  ０ ０ 

虐待ではないと判断した事例  ０ ０ 

虐待の判断に至らなかった事例  ０ ０ 

 

後日調査予定、又は調査の要否を検討中の事例  ０ ０ 

 

表７ 都道府県が直接、相談・通報を受け付けた事例における事実確認状況及びその結果 

本県  

○23  ○22  
都道府県が直接、相談・通報を受け付けた事例 ０ １ 

事実確認により虐待の事実が認められた事例  ０ ０ 

事実確認により虐待ではないと判断した事例  ０ ０ 

事実確認を行ったが、虐待の判断に至らなかった事例  ０ ０ 

後日、事実確認を予定している又は要否を検討中の事例  ０ １ 

 

事実確認調査を行わなかった事例  ０ ０ 

 

表８ 虐待の事実が認められた事例件数 

 
市町村から都道府県

へ報告があった事例 

都道府県と共同 

して事実確認を 

行った事例 

都道府県が直接 

把握した事例 
総 数 

○23  １ ０ ０ １ 

○22  ０ ０ ０ ０ 
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３ 養介護施設従事者等による虐待の事実が認められた事例について 

 

  本県では、養介護施設従事者による虐待が1件認められた。 

グループホームにおいて、介護抵抗のある、認知症の男性高齢者Ａが、グループホーム

内を夜間徘徊していたとき、介護スタッフＢが制止しようした際に抵抗され、反射的に頬

を叩き、身体的虐待として判断された事例。 

 

表９ 当該施設・事業所の種別 

 特
別
養
護
老
人 

ホ
－
ム 

介
護
老
人
保
健
施
設 

介
護
療
養
型
医
療
施

設 認
知
症
対
応
型 

共
同
生
活
介
護 

有
料
老
人
ホ
－
ム 

養
護
老
人
ホ
－
ム 

短
期
入
所
施
設 

訪
問
介
護
、
訪
問
入
浴

介
護 

老
人
デ
イ
サ
－
ビ
ス

セ
ン
タ
－ 

特
定
施
設
入
所
者
生

活
介
護 

合 

計 

件数 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

○23  構成 

割合

（％） 

－ － － 100 － － － － － － 100 

件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

○22  構成 

割合

（％） 

－ － － － － － － － － － － 

 

表１０ 虐待の種別・類型 

  身体的 

虐待 

介護等 

放棄 

心理的 

虐待 
性的虐待 

経済的 

虐待 
合計 

件数 １ ０ ０ ０ ０ １  

○23  構成割合

（％） 
100 － － － － 100 

件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０  

○22  構成割合

（％） 
－ － － － － － 

注：構成割合は、虐待の事実が認められた事例件数（表９）に対するもの 

 

表１１ 被虐待高齢者の性別 

 男 女 合 計 

人数 １ ０ １ 
○23  

構成割合（％） 100 － 100 

人数 ０ ０ ０ 
○22  

構成割合（％） － － － 
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表１２ 被虐待高齢者の年齢 

 65 ～

69歳 

70 ～

74歳 

75 ～

79歳 

80 ～

84歳

85 ～

89歳

90 ～

94歳

95 ～

99歳 

100歳

以上 
不明 合計 

人数 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

○23  構成割合 

（％） 
－ － － 100 － － － － － 100 

人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

○22  構成割合 

（％） 
－ － － － － － － － － － 

 

表１３ 要介護状態区分 

○23  ○22   

人数 構成割合(%) 人数 構成割合(%) 

要支援１ ０ ０ ０ ０ 

要支援２ ０ ０ ０ ０ 

要介護１ ０ ０ ０ ０ 

要介護２ ０ ０ ０ ０ 

要介護３ １ 100 ０ ０ 

要介護４ ０ ０ ０ ０ 

要介護５ ０ ０ ０ ０ 

不 明 ０ ０ ０ ０ 

合 計 １ 100 ０ ０ 

 

表１４ 虐待を行った養介護施設従事者等の年齢 

 30歳 

未満 

30～39

歳 

40～49

歳 

50～59

歳 

60歳 

以上 

不明 合計 

人数 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

○23  構成割合

（％） 
100 ０ ０ ０ ０ ０ 100 

人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

○22  構成割合

（％） 
０ ０ ０ ０ ０ ０ － 

 

表１５ 虐待を行った養介護施設従事者等の職種 

 介護職員 看護職員 管理者 施設長 開設者 その他 合計 

人数 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

○23  構成割合

（％） 
100 ０ ０ ０ ０ ０ 100 

人数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

○22  構成割合

（％） 
０ ０ ０ ０ ０ ０ － 
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表１６ 虐待の事実が認められた事例への対応状況 

 

 

 ○23  ○22  

施設等に対する指導 １件 ０件

改善計画提出依頼 １件 ０件市町村による指導等 

従事者への注意・指導 ０件 ０件

報告徴収、質問、立入検査、指導 ０件 ０件

改善勧告 ０件 ０件

改善命令 ０件 ０件

指定の停止 ０件 ０件

指定取消 ０件 ０件

介護保険法又は老人福祉

法の規定による権限の行

使（都道府県又は市町村） 

合 計 ０件 ０件

施設等から改善計画の提出 1件 ０件

勧告・命令等への対応 ０件 ０件

当該施設等における改善

措置 

（複数回答） その他 ０件 ０件
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４ 養護者による高齢者虐待についての対応状況等 

 

表１７ 相談・通報件数 

23年度 22年度 増減(％) 

923 856 67(7.8%) 

 

表１８ 相談・通報者（複数回答） 

 介護

支援

専門

員・介

護保

険事

業所

職員 

近隣

住民 

・ 

知人 

民生

委員 

被虐

待高

齢者

本人

家族

・ 

親族

虐

待

者

自

身

当該

市町

村行

政職

員 

警察
その

他 

不

明 
合計 

人数 410 44 70 117 125 ９ 65 77 75 ６ 998

○23  構成 

割合 

（％） 

44.4 4.8 7.6 12.7 13.5 1.0 7.0 8.3 8.1 0.7 － 

人数 370 44 67 111 124 10 78 75 62 ２ 943

○22  構成 

割合 

（％） 

43.2 5.1 7.8 13.0 14.5 1.2 9.1 8.8 7.2 0.2 － 

（注）構成割合は、相談・通報件数（表17）に対するもの。 

 

相談・通報件数は 923 件で、相談・通報者については「介護支援専門員等」が 44.4%と

最も多く、次いで「家族・親族」（13.5%）、「被虐待高齢者本人」（12.7%）であった。 

  昨年度同様、「介護支援専門員等」からの通報が最も多く、高齢者虐待の相談や通報につ

いて、高齢者福祉サ－ビス従事者に浸透したことが要因と考えられる。また昨年度と比較

して、割合が増加した「その他」では、医療従事者・医療関係者や地域包括支援センタ－

職員が多く、高齢者に関わる人々の間においても、広く普及してきたと考えられる。一方

で、「家族・親族」や「近隣住民・知人」、「市町村職員」等の高齢者や養護者を外部から支

援する人々からの通報・相談の割合が減少している。 
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表１９ 事実確認の実施状況 

○23  ○22   

件数 
構成割合 

（％） 
件数 

構成割合 

（％） 

事実確認調査を行った事例 844 91.4 817 95.2

立入検査以外の方法により調査を 

行った事例 
841 (91.1) 809   (94.3)

訪問調査を行った事例 513 [55.6] 489 [57.0] 

関係者からの情報収集のみで 

調査を行った事例 
328 [35.5] 320 [37.3]

立入検査により調査を行った事例 ３ (0.3) ８ (0.9)

警察が同行した事例 ２ [0.2] ４ [0.5]

 

 

警察に援助要請したが 

同行はなかった事例 
０ [0.0] １ [0.1]

事実確認調査を行っていない事例 79 8.6 41 4.8

相談・通報を受理した段階で、明らかに虐待で

はなく事実確認調査不要と判断した事例 
69 (7.5) 35 (4.1)

 

相談・通報を受理し、後日、事実確認調査を予

定している又は事実確認調査の要否を検討中

の事例 

10 (1.1) ６ (0.7)

合 計 923 100.0 858 100.0

 

「事実確認調査を行った事例」及び「事実確認調査を行っていない事例」はともに増加

しており、特に「事実確認調査を行っていない事例」の割合が増加した。「立入検査により

調査を行った事例」は昨年よりも減少した。 

 

表２０ 事実確認調査の結果 

 

相談・通報件数923件のうち、訪問調査等の方法で事実確認が行われた結果、市町が

虐待を受けた又は受けたと思われると判断した事例(虐待判断事例)は610件で、前年度

に比べ30件増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

○23  ○22   

件 数 構成割合（％） 件 数 構成割合（％）

虐待を受けた又は受けたと判断した事例 610 72.3 580 71.0

虐待ではないと判断した事例  149 17.7 138 16.9

虐待の判断に至らなかった事例  85 10.1 99 12.1

合 計 844 100.0 817 100.0 
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表２１ 虐待の種別・類型（複数回答） 

 身体的 

虐待 

介護・世話の

放棄、放任

心理的 

虐待 
性的虐待

経済的 

虐待 
合計 

件数 403 221 269 ６ 211 1,110 

○23  構成割合

（％） 66.1 36.2 44.1 1.0 34.6 － 

件数 348 174 241 ４ 163 930 
本県 

○22  構成割合

（％） 60.0 30.0 41.6 0.7 28.1 － 

件数 10,706 4,119 6,209 106 4,147 25,287

全国 ○23  構成割合

（％） 64.5 24.8 37.4 0.6 25.0 － 

（注）構成割合は、虐待判断事例件数（表20）に対するもの。 

 

「身体的虐待」が66.1%で最も多く、次いで「心理的虐待」（44.1%）「介護・世話の放

棄、放任」（36.2%）「経済的虐待」（34.6%）であった。 

昨年に比べすべての種別・類型で件数が増加したが、特に「身体的虐待」、「心理的虐

待」及び「経済的虐待」の割合が増加している。また虐待判断事例件数と虐待の種別・

類型の合計数の構成割合が、160.3%（H22）から182.0%（H23）に増えており、一人の高

齢者に対して、複数の類型の虐待が行われている「複合型」の虐待が大きく増えている。 

 

表２２ 被虐待高齢者の性別 

 男 女 不明 合 計 

人数 165 452 ０ 617 
○23  

構成割合（％） 26.7 73.3 0.0 100.0 

人数 154 432 ０ 586 
○22  

構成割合（％） 26.3 73.7 0.0 100.0 

 

表２３ 被虐待高齢者の年齢 

 65～69

歳 

70～74

歳 

75～79

歳 

80～84

歳 

85～89

歳 

90歳 

以上 
不明 合計 

人数 66 105 115 158 106 67 ０ 617

○23  
構成 

割合

（％） 

10.7 17.0 18.6 25.6 17.2 10.9 0.0 100.0

人数 70 86 112 132 120 66 ０ 586
本県 

○22  
構成 

割合

（％） 

11.9 14.7 19.1 22.5 20.5 11.3 0.0 100.0

 

 

 

 



－ 14 － 

表２４ 要介護認定数 

○23  ○22   

人数 構成割合（％） 人数 構成割合（％） 

未申請 158 25.6 161 27.5 

申請中 27 4.4 27 4.6 

認定済み 415 67.3 384 65.5 

認定非該当(自立) 17 2.8 14 2.4 

不明 ０ 0.0 ０ 0.0 

合 計 617 100.0 586 100.0 

 

表２５ 要介護認定者の要介護状態区分 

○23  ○22   

人数 構成割合（％） 人数 構成割合（％） 

要支援１ 37 8.9 18 4.7 

要支援２ 31 7.5 33 8.6 

要介護１ 86 20.7 77 20.1 

要介護２ 84 20.2 107 27.9 

要介護３ 72 17.3 74 19.3 

要介護４ 63 15.2 52 13.5 

要介護５ 42 10.1 23 6.0 

不明 ０ 0.0 ０ 0.0 

合 計 415 100.0 384 100.0 

 

表２６ 要介護認定者の認知症日常生活自立度 

○23  ○22   

人数 構成割合（％） 人数 構成割合（％） 

自立又は認知症なし  46 11.1 30 7.8 

自立度Ⅰ  88 21.2 74 19.3 

自立度Ⅱ  149 35.9 127 33.1 

自立度Ⅲ  87 21.0 89 23.2 

自立度Ⅳ  29 7.0 33 8.6 

自立度Ｍ  ３ 0.7 10 2.6 

認知症あるが自立度不明  ４ 1.0 13 3.4 

自立度Ⅱ以上（再掲）  （272）     (65.5) (272) (70.8) 

認知症の有無が不明 ９ 2.2 ８ 2.1 

合 計 415 100.0 384 100.0 

 

 要介護認定者中の認知症者（自立度Ⅱ以上）…  272人／ 415人 = 65.5％ 

 被虐待高齢者中の認知症者（自立度Ⅱ以上）…  272人／ 617人 = 44.1％ 
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表２７ 被虐待高齢者における虐待者との同居の有無 

 虐待者と同居 虐待者と別居 その他 不明 合計 

件数 539 68 ３ ０ 610

○23  
構成割合（％） 88.4 11.1 0.5 0.0 100.0

件数 510 66 ４ ０ 580
○22  

構成割合（％） 87.9 11.4 0.7 0.0  100.0 

 

表２８ 世帯構成 

 単身 

世帯 

夫婦二人

世帯 

未婚の子と

同一世帯 

既婚の子と

同一世帯 
その他 不 明 合 計 

件数 53 85 232 161 79 ０ 610

○23  構成割合

（％） 
8.7 13.9 38.0 26.4 13.0 0.0 100.0

件数 43 77 224 186 50 ０ 580

○22  構成割合

（％） 
7.4 13.3 38.6 32.1 8.6 0.0 100.0 

 

表２９ 虐待者の被虐待高齢者との続柄 

 

夫 妻 息子 娘 

息子

の 

配偶

者 

(嫁)

娘 

の 

配偶

者 

(婿)

兄弟

姉妹
孫 

その

他 
不明 合計 

人数 102 36 269 102 50 14 17 25 36 １ 652

○23  
構成割合

(%) 
15.6 5.5 41.3 15.6 7.7 2.1 2.6 3.8 5.5 0.2 100.0

人数 102 30 276 78 49 13 15 37 30 ０ 630

本 

県 

○22  構成割合

(%) 
16.2 4.7 43.8 12.4 7.8 2.1 2.4 5.9 4.7 0.0 100.0

人数 3,173 951 7,383 2,991 1,206 375 364 814 850 19 18,126
全 

国 
○23  構成割合

(%) 
17.5 5.2 40.7 16.5 6.7 2.1 2.0 4.5 4.7 0.1 100.0

 

「息子」の割合が最も多いが、昨年度に比べ７件減で微減である。次いで「夫」の割合

が多いが、こちらは昨年度と同数であった。本年度は、娘からの虐待が大きく増えており、

昨年に比べ24件増加している。 
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表３０ 虐待への対応策としての分離の有無                            

○23  ○22  対応事例 
件数 構成割合（％） 件数 構成割合（％）

被虐待高齢者の保護と虐待者からの分離を 

行った事例 
225 30.8 233 32.4 

被虐待高齢者と虐待者を分離していない事例 439 60.1 438 60.8 

被虐待高齢者が複数で異なる対応 

（分離と非分離）の事例 
４ 0.5 ７ 1.0 

対応について検討、調整中の事例 31 4.2 26 3.6 

その他 31 4.2 16 2.2 

合 計 730 100.0 720 100.0 

 

表３１ 分離を行った事例の対応（複数回答）                           

○23  ○22  対応事例 
件数 構成割合（％） 件数 構成割合（％）

契約による介護保険サ－ビスの利用 106 46.3 107 44.6 

 うち面会の制限を行った事例 ５ 2.2 2 0.8 

やむを得ない事由等による措置 34 14.8 30 12.5 

 うち面会の制限を行った事例 10 4.4 7 2.9 

緊急一時保護 36 15.7 41 17.1 

 うち面会の制限を行った事例 14 6.1 9 3.8 

医療機関への一時入院 24 10.5 28 11.6 

 うち面会の制限を行った事例 ４ 1.7 1 0.4 

その他 29 12.7 34 14.2 

 

 うち面会の制限を行った事例 ６ 2.6 5 2.1 

分離した件数  229 100.0 240 100.0 

 (注)構成割合は、分離した件数に対するもの。 
 

表３２ 分離していない事例の対応の内訳（複数回答）                       

○23  ○22  対応事例 
件数 構成割合（％） 件数 構成割合（％）

養護者に対する助言・指導 235 53.0 210 47.2 

養護者が介護負担軽減のための事業の参加 11 2.5 ６ 1.3 

被虐待者が新たに介護保険サ－ビスを利用 119 26.9 129 29.0 

既に介護保険サ－ビスを受けているが、ケア

プランを見直し 
141 31.8 126 28.3 

被虐待者が介護保険サ－ビス以外のサ－ビ

スを利用 
26 5.9 38 8.5 

その他 34 7.7 22 4.9 

 

見守りのみ 87 19.6 107 24.0 

分離していない件数  443 － 445 － 

 (注)構成割合は、分離していない件数に対するもの。対応事例は複数回答あり、事例の合計とは合致しない。 
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＜参考：本県における権利擁護に関する対応＞ 

平成23年度中の成年後見制度については、「利用開始済み」が16件（全国403件）、「利用

手続き中」が8件（全国323件）であり、これらを合わせた24件（全国726件）のうち、市

町村長申し立ての事例は12件（50.0％）（全国349件48.1%）であった。 

 

 

表３３ 市町村における体制整備等に関する状況 

H23 H22 
対 応 内 容 

本県 全国 本県 全国 

対応窓口部局の住民への周知 

(平成23年度中) 

市町数 

（構成割合）

35

(100.0)

1,396 

 （80.1） 

35 

 (100.0) 

1,445

(82.8)

地域包括支援センタ－等の関係者への研修 
市町数 

（構成割合）

33

(94.3)

1,307 

(75.0) 

31 

 (88.6) 

1,327

(65.3)

講演会や広報紙等による住民への啓発活動 
市町数 

（構成割合）

33

(94.3)

1,123 

 （64.5） 

32 

 (91.4) 

1,139

(68.5)

居宅介護サ－ビス事業者に法について周知 
市町数 

（構成割合）

34

(97.1)

1,194 

 （68.5） 

34 

 (97.1) 

1,195

(60.9)

介護保険施設に法について周知 
市町数 

（構成割合）

28

(80.0)

1,048 

 （60.2） 

27 

 (77.1) 

1062

 (57.0)

独自の対応のマニュアル、業務指針等の作成 
市町数 

（構成割合）

30

(85.7)

1,027 

 （59.0） 

28 

 (80.0) 

995 

(76.0)

｢早期発見・見守りネットワ－ク｣の構築への取

組 

市町数 

（構成割合）

31

(88.6)

1,208 

 （69.3） 

29 

 (82.9) 

1,223 

(70.1)

｢保健医療福祉サ－ビス介入支援ネットワ－

ク｣の構築への取組 

市町数 

（構成割合）

24

(68.6)

861 

 （49.4） 

24 

 (68.6) 

874

 (50.1)
｢関係専門機関介入支援ネットワ－ク｣の構築

への取組 
市町数 

（構成割合）

20

(57.1)

845 

 （48.5） 

20 

 (57.1) 

840

 (48.1)

成年後見制度の市区町村長申立への体制強化 
市町数 

（構成割合）

33

(94.3)

1,253 

 （71.9） 

32 

 (91.4) 

1,204 

(69.0)
法に定める警察署長に対する援助要請等に関

する警察署担当者との協議 
市町数 

（構成割合）

26

(74.3)

948 

 （54.4） 

26 

 (74.3) 

969

(55.5)
老人福祉法による措置に必要な居室確保のた

めの関係機関との調整 
市町数 

（構成割合）

31

(88.6)

1,044 

 （59.9） 

30 

 (85.7) 

1,027

 (58.9)
虐待を行った養護者に対する相談、指導または

助言 
市町数 

（構成割合）

33

(94.3)

1,328 

 （76.2） 

33 

 (94.3) 

1,339

 (76.7)
必要な福祉サ－ビス及び保健医療サ－ビスを

利用していない高齢者の早期発見の取組や相

談等 

市町数 

（構成割合）
34

(97.1)

1,318 

 （75.7） 

34 

 (97.1) 

1,312

 (75.2)
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表３４ 虐待等による死亡事例（市町で把握し、国に回答した事例） 

 ○23  ○22  

養護者による被養護者の殺人 ０ － 

養護者の介護放棄等による致死 ０ － 

養護者の虐待による致死 １ － 

その他 ０ － 

合計 １件 ０件 

 

 平成 23 年 7 月 3 日、沼津市にて１例あり。被養護者である父親に対し、養護者である息

子が両手足を縛り、皮下出血させ死に至った。養護者は、介護保険サービスの利用をせず、

一人で介護をしており、その介護疲れによるものと推測される。 
 
 


